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臨時国会開会　　――国民の願いに即し政治を前へーー　　　　　　　　　　　ｐｐｐ躍進した党国会議員団が果たす「三つの役割」　　　　　　　　　　　　　　　　第一は、安倍自公政権の暴走と正面から対決する役割です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ消費税増税、社会保障改悪、原発再稼働、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）参加、集団的自衛権の行使など、どれ一つとっても、強行すれば日本政治の激動的危機が引き起こされることは避けられません。あらゆる問題で抜本的対案を持つ党だからこそ対決できます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第二は、国民の世論と運動の発展に貢献する役割です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍政権の暴走の二つの特徴は、①どれも国民多数の声にさからう　②どれ一つとして国民の信任を得ていない事です。国民は安倍政権に白紙委任を与えたわけではなく、国民多数の世論と運動で安倍政権の暴走を包囲し孤立させよう。　　　　　第三は、国民の願いに即して政治を一歩でも二歩でも前に動かす役割です。　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ参院１１議席の躍進で、１１常任委員会すべてに委員を出し、発言権を確保したことの意義は極めて大きく、悪政の追及とともに、国民要求にたって国政を一歩でも二歩でも前に動かす奮闘をしよう。国会運営への発言権が格段に高まる「院内交渉団体」となり、「議案提案権」を得、積極的な活用をしていこう。　　　　　ｐｐ「共産党を伸ばしてよかった」「今度は共産党に」という奮闘を、新しい衆参の議員団が力をあわせてやろうと呼びかけました。　　（志位委員長の挨拶より）
社会保障制度改革国民会議　医療・介護・年金・保育を全面改悪　

ｐ政府の社会保障制度改革国民会議は２日、最終報告書案の各論部分を示し、医療・介護・年金・保育の全分野にわたって社会保障の全面改悪を打ち出しました。５日に予定される会議で報告書を取りまとめ、６日にも安倍首相に提出する予定。安倍政権は報告書にのっとって法改定を進める考えです。　　　　　（裏面へ）
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　　　　　　
桑名市議会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ常任委員会の行政視察が続いています。私の所属している教育経済委員会は、６日から文科省幼児教育課（子ども子育て関連３法、幼保一元化など）、東京都青梅市教育委員会（学力向上，教育推進プランなど）を訪問し、調査・研究してきます。テーマをしっかりと持ち、充実した視察・調査が求められています。
桑名市のＨＰから　　――気になる２題――
１、リニア中央新幹線について
ｐ先週の桑名市のＨＰに、リニア中央新幹線建設促進三重県期成同盟会の主催で、次代を担う子どもたちを対象に、リニア中央新幹線に関する学習会が、名古屋市にある「リニア・鉄道館」で開催される事が紹介されていました。
ｐ三重県は、桑名市も含め首長たちは早期の着工（東京名古屋と大阪までの同時開通）を求めています。大きな経済効果が期待できるといっています。しかし、安全性も確立しておらず、環境破壊も問題視されています。ＪＲ東海単独でのこの計画は多くの危険な問題が山積みです。この段階で子どもたちに興味本位に学習・見学させていいのでしょうか。先手必勝なのか。慎重に考えている人たち（反対も）も事実を明らかにして行く運動を早く始めなければなりません。
２、桑名市土地開発公社
ｐ桑名市土地開発公社の事業内容が改めてＨＰで紹介され、６月に走井山(城山)近くの住民の方が署名運動をして、公園として残してほしいという要望は無視され、走井山(城山)用地の売却問題の説明会の議事録のみが掲載されています。
ｐ３０日に行われた入札では、大和ハウスが１億３０００万円余りで落札されたとの事です。緑を破壊する開発を、市が主導でどんどん進めていくのです。桑名の「都市計画マスタープラン」や「緑の計画」は何のためにあるのか、職員に猛省を促したいと思います（市長の命令で動くのか、住民のための奉仕者か）。緑を残したいという市民の皆さんの声を大きくしていきたいと思っています。
（表面から続く）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療では▽７０歳～７４歳の患者負担の早期引き上げ（１割から２割）▽国民健康保険の保険税アップにつながる財政運営主体の都道府県への移行―など負担増を盛り込みました。後期高齢者医療制度については「十分定着している」として温存を明記。「かかりつけ医」による「ゆるやかなゲートキーパー（門番）」機能を導入して、自由に病院を選べる現在のフリーアクセス制度を制限する考えを表明。紹介状がなく大病院にかかる際には、いまでも病院ごとに特別料金が設定されていますが、さらに一定の定額自己負担を求めるとしました。　　　　　　　介護では要支援者を保険給付の対象からはずし、市町村まかせの地域包括推進事業（仮称）に段階的に移行させるべきだと強調。特別養護老人ホームからは「軽度者」を締め出す方向を示しました。「一定以上の所得」がある利用者の自己負担は１割から引き上げるべきだとしました。　　　　　　　　　　　　　　　　年金では、支給額を減らす「マクロ経済スライド」を毎年必ず実施するよう要求。支給開始年齢のさらなる引き上げについても中長期的課題にあげ、速やかな検討作業の開始を求めました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保育への公的責任を投げ捨てる「子ども・子育て支援新制度」（新システム）や、規制緩和による保育の質の引き下げと株式会社参入を拡大する「待機児童解消加速化プラン」を少子化対策として盛り込みました。
集団的自衛権　これを行使できるように、内閣法制局長官を変える。　　　ｐ現在の政府見解は、個別自衛権の行使は憲法９条で認められているものの、集団的自衛権（他国と共同で防衛する権利）の行使は禁止されています。　　　　　　　　ｐ安倍政権は新しい内閣法制局長官に、集団的自衛権の行使に前向きとされる小松駐仏大使を起用する方針を固めたようです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ内閣法制局とは、政府が国会に法案を提出するにあたり憲法をはじめとする既存の法体系と矛盾がないかを審査するための役所です。また政府の公式見解などが憲法に抵触しないようにチェックするのも重要な仕事になります。内閣法制局のチェックは非常に厳しいことで有名で、ちょっとした矛盾やミスも許さない。
ｐ通常、内閣法制局長官は内部昇格するのが慣例といわれていますが、小松氏の長官起用は官邸主導による異例の人事です。このような人事をわざわざ実施するのは、安倍政権が秋の臨時国会において、従来の政府見解では憲法９条に違反するとしていた集団的自衛権の行使について、容認しようとしているからです。とりあえず、解釈で憲法を変えようとしています。
新潟で１０００人が集い自治体学校（８月３日－５日） 　　ｐ「みんなでつくるホンモノの地方自治」をテーマに第５５回自治体学校が８月３日から５日まで、新潟市内で行われ、自治体労働者・地方議員・研究者ら約１０００人が参加しました。私は、最初の２日間に参加してきました。　　　　　　　ｐ最初に、学校長の八幡一秀・中大教授から、安倍内閣について「憲法改悪や道州制導入、ＴＰＰ参加、原発再稼働、消費税増税など地域経済や国民生活を危機に陥れる政策を進めている」と批判し、それに対抗して「地域住民と一緒に民主的自治制度の確立や地域経済の再生をすすめましょう」と挨拶がありました。　　ｐ１日目の全体会は、講演と報告３題でした。　　　　　　　　　　　　　　　　　１、記念講演　一橋大学渡辺治名誉教授「参院選の結果と安倍政権」　　　　　　ｐ渡辺氏は、参院選で「保守二大政党制」が「崩壊」し、アベノミクスへの対案を示した日本共産党が躍進したことを強調。アベノミクスの「第３の矢」は「構造改革」の再起動だと述べ、国民との矛盾を指摘しました。安倍政権のすすめる改憲、軍事強化、「構造改革」を阻むためには、地域に根ざし、良心的保守の人々も含めた国民的共同を広げていく必要があると呼びかけました。　　　　　　　　　　　　２、特別報告　京都大学岡田知弘教授「道州制に対抗して新しい時代の地方自治を構築しよう」　で、地方自治と道州制について報告がありました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３、実践報告　陶芸家吉田隆介「一日も早い脱原発こそ、安心して希望をもてる暮らしの手だて」　で、柏崎市から原発をなく運動について報告がありました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ２日目の分科会は、弁護士の尾林芳匡先生の「公務公共サービスの質を考える」に参加しました。（是非、先生を桑名に呼んで学習会をしたいと思っています。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ自治体の構造改革として、民営化・市場化を進める法制度が進められてきて、経済界はビジネスチャンスと捉えてきた。しかし、担い手は非正規に置き換えられ、民間のノウハウの活用は嘘で、公共サービスの質は低下してきた。一連の法律や全般的な動き、指定管理者制度・ＰＦＩ・地方独立行政法人・特区・市場化テストを各分野からも検証して学びました。住民の公共サービスの充実を求める運動と官製ワーキングプア根絶の運動の合流の重要性を指摘され、本来の公共サービスの５つの視点を訴えられた。（①専門性・科学性を守る②人権保障と法令遵守③実質的平等性④住民参加の民主性⑤住民サービスの安定性）　　　　　　ｐ報告として①ふじみ野市のプール事故の現場職員からの報告②日本共産党新潟市議団の「公務労働の雇用の劣化を調査し、議会で取り上げる」などがあった。特に新潟市小中学校の学校図書館秘書へのアンケート調査は今後に参考にしたい。
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